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１ 目的

佐賀県と九州電力株式会社では、「原子力発電所の安全確保に関する協定書」に基づき、周辺地

域住民の安全確保と周辺環境の保全のため、玄海原子力発電所周辺の環境放射能調査を実施して

いる。

また、玄海原子力発電所からの放射性物質放出を検知あるいはその可能性が否定できない場合

に、その影響による被ばく線量を推定するために実施するが、これまでに玄海原子力発電所の影

響による放射線等の異常は確認されていない。

なお、我が国における原子力施設周辺の平常の環境放射線モニタリングを規定している「平常

時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料）」（平成 年 月、原子力規制庁）

においては、平常時の環境放射線モニタリングの目的について、「原子力施設の平常時の周辺環

境における空間放射線量率及び放射性物質の濃度を把握しておくことにより、緊急時モニタリン

グに備えておくとともに、原子力施設の異常を早期に検出し、その周辺住民及び周辺環境への影

響を評価すること」とされており、具体的には次の４項目に集約されている。

・周辺住民等の被ばく線量の推定及び評価

・環境における放射性物質の蓄積状況の把握

・原子力施設からの予期しない放射性物質又は放射線の放出の早期検出及び周辺環境への

影響評価

・緊急事態が発生した場合への平常時からの備え

本調査は、年度ごとに上記４項目を網羅した調査計画を策定し、実施するものである。

２ 実施機関

佐賀県：環境センター、唐津保健福祉事務所、東松浦農業改良普及センター、

玄海水産振興センター

九州電力株式会社：玄海原子力発電所

３ 調査期間

平成 年４月～令和２年３月

４ 調査項目

（（１１））空空間間放放射射線線

ア モニタリングポスト（ ℓ シンチレーション式検出器）

イ モニタリングポスト（電離箱式検出器）

ウ 放水口モニタ

エ 走行サーベイ
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（（２２））環環境境試試料料中中のの放放射射能能

ア ガンマ線スペクトロメトリーによる核種分析

イ 放射化学分析による放射能測定

① 放射性ストロンチウム分析

② トリチウム分析 
③ プルトニウム分析 

（（３３））大大気気浮浮遊遊じじんん中中のの放放射射能能

ア 大気浮遊じんの連続測定

イ 大気中の放射性ヨウ素濃度の測定

５ 調査及び評価の方法

平常時には空間放射線、環境試料中の放射能及び大気浮遊じん中の放射能の各調査を実施する。

今年度調査する項目の平常の変動範囲は次表のとおり設定する。

なお、前年度のデータ収集がない調査項目については平常の変動範囲を設定しない。

調査項目 評価対象データ 平常の変動範囲
変動範囲設定のための

データ収集期間

空間放射線量率

ℓ ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ式検出器
時間平均値

地点ごとの測定値の平均値 Ｍ

±標準偏差 σ の 倍の範囲
過去 か年

空間放射線量率

（電離箱式検出器）
時間平均値 地点ごとの過去の最大値 測定開始～前年度

放水口計数率 時間平均値
地点ごとの測定値の平均値 Ｍ

±標準偏差 σ の 倍の範囲
過去 か年

環境試料中の放射能

､ ､ ､

､ ､ ､

の放射能濃度

試料ごとの過去の放射能濃度範

囲
測定開始～前年度

大気浮遊じん中の放射能
､ ､ ､

の放射能濃度
過去の放射能濃度範囲 測定開始～前年度

測定結果が平常の変動範囲を超過した場合、次の原因調査を行い、玄海原子力発電所からの影響

の有無について判断する。その結果、玄海原子力発電所からの影響があったと判断した場合には、

玄海原子力発電所からの影響分の外部被ばく線量又は内部被ばく線量の推定を行う。

（原因調査項目）

・試料採取方法・処理方法、測定器の性能、測定方法等の測定条件の変化

・降雨、降雪、雷、積雪等の気象要因及び地理・地形上の要因等の自然条件の変化

・核爆発実験等の影響

・医療・産業用の放射性同位元素等の影響

・原子力施設の運転状況の変化

（（１１））空空間間放放射射線線

次のアからエの検出器又は測定方法により、空間線量率等の連続測定を行い、測定データにつ

いては、テレメータシステムによる収集、解析を行う。
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ア モニタリングポスト（ ℓ 式シンチレーション式検出器）

空間放射線量率の連続測定、テレメータシステムによる測定データの収集、解析を行い、玄

海原子力発電所周辺の空間放射線量率の変動を把握する。

イ モニタリングポスト（電離箱式検出器）

空間放射線量率の連続測定、テレメータシステムによる測定データの収集、解析を行い、緊

急時への備えとして玄海原子力発電所から 圏内の平常値を把握する。

ウ 放水口モニタ

放水口計数率の連続測定、テレメータシステムによる測定データの収集、解析を行い、玄海

原子力発電所から放出される排水中の放射性物質の濃度変化を計数率として把握する。

エ 走行サーベイ

モニタリングカー又はサーベイカーで走行しながら空間放射線量率の測定を行い、緊急時へ

の備えとして玄海原子力発電所から 圏内の平常値を把握する。

（（２２））環環境境試試料料中中のの放放射射能能

次のア及びイの分析方法により、環境試料中の放射能測定を行い、各試料の放射能の平常値の

把握、玄海原子力発電所からの影響の有無等について評価を行う。

ア ガンマ線スペクトロメトリーによる核種分析

環境試料中に含まれる放射性物質の量を把握するため、ゲルマニウム半導体検出器を用いた

ガンマ線スペクトロメトリーによる核種分析を行う。

イ 放射化学分析による放射能測定

環境試料中に含まれる放射性物質の量を把握するため、①放射性ストロンチウム分析法、②

トリチウム分析法又は③プルトニウム分析法による放射能測定を行う。

（（３３））大大気気浮浮遊遊じじんん中中のの放放射射能能

次のア及びイの測定方法により、大気浮遊じん中の放射能測定を行い、平常値の把握、玄海原

子力発電所からの影響の有無等について評価を行う。

ア 大気浮遊じんの連続測定

ダストサンプラにより大気を一定期間連続吸引し、ろ紙上に大気浮遊じんを採取し、ゲルマ

ニウム半導体検出器を用いたガンマ線スペクトロメトリーによる核種分析を行い、大気浮遊じ

ん中に含まれる放射性物質の平常値を把握する。

イ 大気中の放射性ヨウ素濃度の測定

ヨウ素サンプラにより大気を連続吸引し、活性炭カートリッジ及びろ紙上に大気浮遊じんを

採取し、ヨウ素モニタにより放射性ヨウ素の測定を行う。

測定結果は、緊急時への備えとして玄海原子力発電所から 圏内の放射性ヨウ素の平常

値を把握する。
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６ 調査結果及び評価

令和元年度の調査結果については、一部の測定において、平常の変動範囲の上限値を超過す

るものがあったが、要因調査を行ったところ、玄海原子力発電所からの放射線又は放射性物質

に起因するものではなかった。

また、空間放射線、環境試料中の放射能及び大気浮遊じん中の放射能の各調査において、玄

海原子力発電所からの影響があったと考えられる結果は確認されなかった。

（（１１））空空間間放放射射線線

ア モニタリングポスト（ ℓ シンチレーション式検出器）

ℓ シンチレーション式検出器によるモニタリングポスト（ 局）での空間放射線量率

（低線量率）の１時間平均値の連続測定結果は､次表のとおりであった。各局で平常の変動範囲

の上限値を超えたものがあったが、いずれも降雨の影響によるものであり、玄海原子力発電所

に起因すると考えられる放射線の異常は認められなかった。
（単位： ）

局名
令和元年度

空間線量率範囲

令和元年度

年間平均値

令和元年度

平常の変動範囲
平常の変動範囲

を超えたﾃﾞｰﾀ数

（％）

超えた

要因
σ σ

県

設

置

局

今 村 ～ 降雨

平 尾 ～ 降雨

串 ～ 降雨

先 部 ～ 降雨

外津浦 ～ 降雨

京泊先 ～ 降雨

九

電

設

置

局

正門南

（旧局舎）
～ 降雨

正門南

（新局舎）
～ 降雨

岸 壁

（旧局舎）
～ 降雨

岸 壁

（新局舎）
～ 降雨

値賀崎 ～ 降雨

ダム南

（旧局舎）
～ 降雨

ダム南

（新局舎）
～ 降雨

（注１）値賀崎局は、平成 年 月 日に観測局舎を新設したため、更新後の平常の変動範囲

は平成 年 月 日～平成 年 月 日の期間から算出している。

（注２）正門南局、岸壁局及びダム南局は、令和 年 月 日に観測局舎を新設したため、新

設局での測定開始後の変動範囲は旧局舎との並行測定を行っていた令和元年 月

日～令和 年 月 日の期間から算出している。
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イ モニタリングポスト（電離箱式検出器）

電離箱式検出器によるモニタリングポスト（ 局）での空間放射線量率（高線量率）の１時

間平均値の連続測定結果は､次表のとおりであり、過去の測定結果と同程度であった。

（単位： ）

局名
令和元年度

空間線量率範囲

令和元年度

年間平均値

過去の

最大値
局名

令和元年度

空間線量率範囲

令和元年度

年間平均値

過去の

最大値

今 村 ～ 加 倉 ～

平 尾 ～ 呼 子 ～

串 ～ 馬渡島 ～

先 部 ～ 加唐島 ～

外津浦 ～ 向 島 ～

京泊先 ～ 小川島 ～

屋形石 ～ 二タ子 ～

大 良 ～ 山 本 ～

諸 浦 ～ 波多津 ～

入 野 ～ 田 野 ～

寺 浦 ～ 相 知 ～

名護屋 ～ 松 浦 ～

石 室 ～ 立 花 ～

（注１）京泊先局及び屋形石局は、令和元年 月 日以降、検出器の不具合と思われる測定値

の変動があったため、参考値として（ ）内に記載している。

（注２）呼子局は、無停電電源装置の不具合のため、令和元年 月 日～令和元年 月 日

の期間欠測。
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ウ 放水口モニタ

放水口モニタ（３局）による計数率の１時間値の測定結果については次表のとおりであり、

平常の変動範囲の上限値を超えたものがあったが、いずれも降雨の影響によるものであり、玄

海原子力発電所に起因すると考えられる放射線の異常は認められなかった。

（単位： ）

局名
令和元年度

計数率範囲

令和元年度

年間平均値

令和元年度

平常の変動範囲
平常の変動範囲

を超えたﾃﾞｰﾀ数

（％）

超えた

要因
σ σ

九

電

設

置

局

１、２号

放水口
～ 降雨

３号

放水口
～ 降雨

４号

放水口
～ 降雨

（注１）「１、２号放水口モニタ」は「３号及び４号放水口モニタ」より計数率の変動が大きい。

これは、３号機及び４号機は沖合約 ～ ｍ、水深約 ～ ｍから海水の取水を行っ

ているのに対し、１号機及び２号機が海面～水深約 ｍから取水を行っていること、また、

「３号及び４号放水口モニタ」は放水管から放水を取り出し、建屋内で測定しているのに

対し、「１、２号放水口モニタ」は屋外の放水口（海中）で測定していることから、降雨

などによる環境放射線の変動の影響を受けやすいためと考えられる。

（注２）３号放水口モニタは平成 年 月 日に検出器を更新したため、更新後の平常の

変動範囲は平成 年 月 日～平成 年 月 日の期間から算出している。

（注３）４号放水口モニタは平成 年 月 日に検出器を更新したため、更新後の平常の

変動範囲は平成 年 月 日～平成 年 月 日の期間から算出している。

エ 走行サーベイ

モニタリングカー又はサーベイカーによる空間放射線量率の連続測定結果は､次表のとおり

であった。
（単位： ）

測定地点
令和元年度の

線量率範囲

令和元年度

平均値

測定

年月日
測定結果 測定機器

発電所周辺道路

（発電所から

未満）

～

平均値

最大値 ℓ シンチレー

ション式検出器平均値

最大値

発電所周辺道路

（発電所から

～ ）

～

平均値

最大値
電離箱式検出器

平均値

最大値

発電所周辺道路

（発電所から

～ ）

～

平均値

最大値

電離箱式検出器

平均値

最大値
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（（２２））環環境境試試料料中中のの放放射射能能

ア ガンマ線スペクトロメトリーによる核種分析

ガンマ線スペクトロメトリーによる環境試料中の放射能測定結果は下表 から のとおりで

あり、いずれも平常の変動範囲内にあった。

なお、一部の試料から、主に過去の大気中の核実験の影響によるものと考えられるセシウム

（ ）が検出されたが、検出された放射性物質の量はいずれもごく微量であり、健康へ影

響を与えることはない。

ａ 農畜産物・植物 （単位： 生 ただし牛乳は ㍑）

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因

葉
菜

たまねぎ

（外皮を除く）

無

無

無

きゃべつ

（根を除く）

無

無

無

無

ほうれん草

（根を除く）

無

無

無

～ 無

牛
乳

牛乳

（原乳）

無

～ 無

無

～ 無

穀
物

米

（精米、玄米）

無

無

無

～ 無

指
標
生
物

松葉

（葉のみ）

無

無

無

～ ～ 無

そ
の
他

ばれいしょ

（表皮を含む）

無

無

～ 無

みかん

（外皮を除く）

無

無

～ 無

かんしょ

（全体）

無

無

～ 無

（注）米は、県は精米、九州電力は玄米を試料として測定を実施している。
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ｂ 海産生物 （単位： 生）

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因

魚

たい

（全身）

無

無

～ ～ 無

かわはぎ

（全身）

無

無

～ 無

えそ

（全身）

無

無

～ 無

無
脊
椎
動
物

いか

（全身）

無

無

～ 無

さざえ

（身）

無

無

～ 無

なまこ

（全身）

無

無

～ 無

海
藻
類

わかめ

（全藻）

無

無

無

～ 無

指
標
生
物

ほんだわら類

（根を除く）

無

無

無

～ 無

そ
の
他

むらさき

いんこ貝

（軟体部）

～ 無

無

～ 無
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ｃ 水 （単位： ㍑）

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因

陸
水

水道水

無

無

無

無

河川水

無

無

無

無

ダム水

無

無

無

無

海
水

表層水 
（放水口付近）

無

無

無

～ ～ 無

表層水 
（取水口付近）

無

無

無

～ ～ 無

ｄ 土 （単位： 乾）

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因

陸
土

表層土

無

無

～ ～ 無

ダム底土

無

無

～ 無

海
底
土

表層土

（放水口付近）

無

無

～ 無

表層土

（取水口付近）

無

無

～ 無

（注１） …定量限界未満を示す。

（注２）試料数が 以上で測定値の範囲を表示していない試料は、その測定値がすべて同一値で

あるため。

（注３）昭和 年度に測定した環境試料の測定値については、旧ソ連原子力発電所事故（昭和

年 月 日発生）の影響を受けているものがあるため、平常の変動範囲は昭和 年度

分を除いたものを記載している。

（注４）平成 、 年度に測定した環境試料の測定値については、平成 年 月 日に発生し

た東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事故の影響を受けているものがあるため、

平常の変動範囲は平成 、 年度分を除いたものを記載している。
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イ 放射化学分析による放射能測定

① 放射性ストロンチウム分析

環境試料中の放射性ストロンチウム（ ）の測定結果は下表ａからｄのとおりであり、い

ずれも平常の変動範囲の上限値を超過したものはなかった。

なお、一部の試料から、主に過去の大気中の核実験の影響によるものと考えられる放射性

ストロンチウムが検出されたが、検出された放射性物質の量はいずれもごく微量であり、健

康へ影響を与えることはない。

ａ 農畜産物・植物 （単位： 生 ただし牛乳は ㍑）

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因

葉
菜

ほうれん草 １ ～ 無

牛
乳

牛乳 ～ 無

穀
物

米 ～ 無

指
標
生
物

松葉 ～ 無

そ
の
他

かんしょ ～ 無

ｂ 海産生物 （単位： 生）

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因

魚
たい ～ 無

かわはぎ ～ 無

無
脊
椎
動
物

なまこ ～ 無

海
藻
類

わかめ ― ―

指
標
生
物

ほんだわら類 ～ ～ 無

ｃ 水 （単位： ㍑）

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因

陸
水

水道水 ～ ～ 無

河川水 ～ 無

ダム水 ～ 無

海
水

表層水 
（放水口付近）

～ ～ 無

表層水 
（取水口付近）  ～ ～ 無
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ｄ 土 （単位： 乾）

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因

陸
土

表層土 ～ ～ 無

ダム底土 ～ 無

海
底
土

表層土 
（放水口付近）  ～ ～ 無

表層土 
（取水口付近）  ～ 無

（注１） …定量限界未満を示す。

（注２）試料数が 以上で測定値の範囲を表示していない試料は、その測定値がすべて同一値で

あるため。

（注３）昭和 年度に測定した環境試料の測定値については、旧ソ連原子力発電所事故（昭和

年 月 日発生）の影響を受けているものがあるため、平常の変動範囲は昭和 年度

分を除いたものを記載している。

（注４）平成 、 年度に測定した環境試料の測定値については、平成 年 月 日に発生し

た東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事故の影響を受けているものがあるため、

平常の変動範囲は平成 、 年度分を除いたものを記載している。

② トリチウム分析

海水・陸水中のトリチウム（ ）の測定結果は次表のとおりであり、いずれも平常の変動

範囲内にあった。

（単位： ㍑）

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因

陸
水

水道水 ～ ～ 無

河川水 ～ ～ 無

ダム水 ～ 無

海
水

表層水 
（放水口付近）

～ ～ 無

表層水 
（取水口付近）  ～ ～ 無

（注１） …定量限界未満を示す。

（注２）海水の放水口付近については、過去、発電所からのトリチウムの放出 管理された放出で

あり、法令等に定める基準以下 の影響を受け、それ以外の測定値に比べ高い値 ㍑

となったものがあるため、平常の変動範囲は当該値を除いたものを記載している。

Ⅱ－ 11



③ プルトニウム分析

陸土中のプルトニウム（ ､ ）の測定結果は次表のとおりであった。

なお、一部の試料から、主に過去の大気中の核実験の影響によるものと考えられるプルト

ニウム（ ）が検出されたが、検出された放射性物質の量はいずれもごく微量であり、

健康へ影響を与えることはない。
（単位： 乾）

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因

陸
土 表層土 

無

～ ～ 有
フォールアウト

等
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（（３３））大大気気浮浮遊遊じじんん中中のの放放射射能能

ア 大気浮遊じんの連続測定

大気浮遊じんの連続測定結果については次表のとおりであり、平常の変動範囲内にあった。

（単位： ）

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因

大気浮遊じん

無

無

～ 無

イ 大気中の放射性ヨウ素濃度の測定

大気中の放射性ヨウ素濃度の測定結果については次表のとおり。

測定地点
発電所からの

測定年月日
測定結果

測定機器
方位 距離

加部島

佐賀県

モニタリングカー

ヨウ素モニタ

玄海町役場

加倉

肥前市民センター

竹木場

桃川

牧瀬

発電所口

九州電力

モニタリングカー

ヨウ素モニタ

串崎

外津

普恩寺

串公民館

今村交差点

串浦

値賀取水場

名護屋南

値賀出張所

今村 佐賀県ヨウ素モニタ

（注） …定量限界未満を示す。
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